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１．坂出市の現状把握 

 

１－１．坂出市の概況 

坂出市（以下「本市」という。）は、

香川県のほぼ中央部に位置し、東は高

松市、西は丸亀市・宇多津町、南は綾

川町、北は、多島美を誇る瀬戸内海が

広がり、瀬戸内海を隔てて岡山県に対

している。高松駅からは15分、対岸の

岡山駅からでもマリンライナ－で 40

分、空の玄関口高松空港からも車で30

分という位置にある。 

市の中心部は海岸沿いに平坦に開け、

綾川を中心に豊かな田園地帯が広がっている。海に出れば瀬戸大橋沿いに島々が連なり、

瀬戸内海国立公園の美しい景観を見せる。郊外には、讃岐富士と称される飯野山などがあ

り、海に山に自然豊かな土地柄である。 

本市は、香川県下最大の番の州工業地帯を有し、瀬戸内工業圏の中核都市として重要な

位置を占めている。これらにあわせて整備された坂出港により、瀬戸内海における海上交

通の要衝としてさらに発展してきた。 

また、昭和63年の瀬戸大橋の完成、平成4年の四国横断自動車道と瀬戸大橋の連結によ

り、本市は本州と四国を結ぶ高速道路網の四国側の玄関となる重要な拠点となっている。 

 

１－２．現状把握 

・人口：53,164人（うち、人口集中地区：23,157人） 

・世帯数：21,361世帯 

・老年人口比率：34.1％       いずれも平成27年国勢調査 

・南海トラフ地震防災対策推進地域 

 

 

  

図 坂出市位置図 

（出典：坂出市ＨＰ） 
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１－３．災害予防の方策 

（１）坂出市まちづくり基本構想（平成２８年３月） 

坂出市まちづくり基本構想では、将来像を以下のように定め、「このまちで 働きたい 

住みたい 子育てしたい」と心から思えるまちの創造に向け、市民・民間事業者・行政が

相互に連携し、支え合い、まさに「市民共働」で取り組むまちづくりを進めていくことと

している。 

 

 

また、６つの基本目標を示し、その一つに「安全で環境に優しく持続可能なまちづくり」

を掲げ、「防犯体制の強化・充実」として、以下の取組を示している。 

 

① 災害から市民の生命と財産を守るため、災害の発生を未然に防止する対策に取り組

むとともに、「自助」「共助」「公助」の連携のもと、被害を最小限にする減災対策の強

化に取り組みます。 

② 市民への迅速・確実かつ多重の情報伝達体制の整備、市民参加の防災訓練の実施、

地域・学校・民間事業者などが実施する防災訓練への協力、地域における防災意識の

高揚、自主防災組織の結成やその促進と育成に努め、地域防災力の強化を図ります。 

③ ため池や護岸の改修工事など、地震・津波、高潮対策を計画的に実施し、減災対策

の充実に努めます。 

④ 火災に対する効果的な消防活動を確保するため、消防資機材の高度化や専門的な人

材の育成など、消防力の強化・充実に努めます。 

⑤ 市民一人ひとりの防火意識の高揚、各種施設の安全対策の推進、防火・防災組織お

よび消防団の育成強化など、予防・防犯体制の強化を推進します。 

⑥ 救急業務の高度化・専門家に的確に対応できるよう、救急・救助体制の充実に努め

ます。 

 

（２）坂出市地域防災計画（平成２８年４月修正） 

坂出市地域防災計画は、「第１編 総則」、「第２編 一般対策編」、「第３編 地震・津波

対策編」から構成されている。 

平成 28 年 4 月の修正では、香川県地域防災計画の修正に伴う修正や市の新規施策に伴

う修正等を実施している。 

働きたい 住みたい 子育てしたい 

共働のまち さかいで 
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第１編 総則の「第６節 地震・津波防災対策目標」においては、減災目標を「大規模

地震による人的・物的被害をゼロに近づける」こととして、以下の対策を示している。 

 

Ⅰ 強い揺れへの備え 

 ◇ 建築物・住宅の耐震化 

 ◇ ライフライン、公共施設の耐震化 

 ◇土砂災害の防止 

Ⅱ 津波に対する備え 

 ◇ 津波避難対策 

 ◇ 海岸保全施設の整備 

Ⅲ 地震・津波に強い地域づくり 

 ◇ 地震、津波等に対する正確な知識や日頃の備えの普及啓発 

 ◇ 自主防災活動の促進・強化 

 ◇ 事業所と地域との連携 

 ◇ 避難行動要支援者への対応 

 ◇ 複合災害の防止 
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１－４．災害履歴 

（１）地震災害 

香川県地域防災計画によれば、県内の過去の主な地震は以下のとおりである。 

 

発生年月日 地震名 震度 規模 震央 被害状況 

1707年 

（宝永4年） 

10月28日 

14時 

宝永地震 － 8.6 北緯 33.2  ゚

東経 135.9  ゚

深さ  - 

紀伊半島沖 

我が国最大級の地震の一つ。 

全体で死者5,000人余、潰家約59,000軒、家

屋の倒壊範囲は東海道・近畿・中国・四国・九

州と中部地方の一部に及ぶ。 

香川県では、死者28人、倒壊家屋929軒、丸

亀城破損。また、五剣山の１峰崩落。余震は、

12月まで続く。5～6尺(2m弱)の津波で相当の

被害があった。 

1711年 

（正徳1年） 

12月20日 

15時 

 － 6.7 北緯 34.3  ゚

東経 134.0  ゚

深さ  - 

讃岐中部 

(香川県中部) 

被害は、高松領のみ。死者1,000人余、倒壊家

屋1,073軒、道路、堤割れる。 

また、津波が 1 日 10 回押し寄せ、余震は 30

日続く。 

 

1854年 

（安政1年） 

12月24日 

16時 

安政南海地震 － 8.4 北緯 33.0  ゚

東経 135.0  ゚

深さ  - 

紀伊半島沖 

被害は、近畿・中国・四国・九州と中部地方の

一部に及ぶ。 

房総より九州東岸にまで大津波が襲来。全体で

死者3,000人、家屋全壊10,000戸、半壊40,000

戸、焼失6,000戸、流失15,000戸。 

香川県では、死者5人、負傷者19人、倒壊家

屋2,961軒、土蔵被害157箇所、塩浜石垣崩れ

3,769間、塩浜堤大破7,226間、川堤崩れ6,456

間、せき崩れ491箇所、池大破264箇所、橋被

害126箇所であった。この地震による津波の高

さは、香西(高松市西部)で 1 尺(30 ㎝余)であ

ったが、満潮と重なり、志度浦と津田浦(共に

県東部沿岸)で被害があった。 

1927年 

(昭和2年) 

3月7日 

18時27分 

北丹後地震 多度津 ４ 7.3 北緯 35 3゚8′ 

東経 134 5゚6′ 

深さ  18km 

京都府北部 

被害は、丹後半島の顎部が最も激しく、近畿・

中国・四国の一部にも及ぶ。全体で死者2,925

人、負傷者7,806人、家屋全壊12,584戸、半

壊10,886戸、焼失9,151戸。 

香川県では、小被害があった。 

1946年 

(昭和21年) 

12月21日 

4時19分 

南海地震 高松  ５ 

多度津 ５ 

8.0 北緯 32 5゚6′ 

東経 135 5゚1′ 

深さ  24km 

紀伊半島沖 

極めて大規模な地震で、被害は中部以西西日本

各地に及び、津波は房総半島から九州に至る沿

岸を襲った。全体で死者 1,362 人、行方不明

102人、負傷者2,632人、家屋全壊11,506戸、

半壊21,972戸、焼失2,602戸、流失2,109戸、

浸水33,093戸等甚大な被害があった。 

香川県では、死者52人、負傷者273人、家屋

全壊608戸、半壊2,409戸、道路損壊238箇所、

橋梁破損78 箇所。また、堤防決潰・亀裂154

箇所による塩田の浸水被害、地盤沈下による無

形の被害も多い。 
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発生年月日 地震名 震度 規模 震央 被害状況 

1995年 

(平成7年) 

1月17日 

5時46分 

兵庫県南部 

地震 

高松  ４ 

多度津 ４ 

坂出  ４ 

7.3 北緯 34 3゚6′ 

東経 135 0゚2′ 

深さ  16km 

淡路島付近 

この地震による被害は極めて甚大で、16 府県

に及んだ。全体で死者 6,433 人、行方不明 3

人、負傷者43,792 人、家屋全壊104,906棟、

半壊144,274棟等の被害があった。 

香川県では、負傷者7人、屋根瓦の破損等建物

被害3戸、県道がけ崩れ1箇所、水道管破裂2

箇所等の被害があった。 

2000年 

(平成12年) 

10月6日 

13時30分 

平成12年 

（2000年） 

鳥取県西部 

地震 

土庄 ５強 

観音寺５弱 

高松  ４ 

多度津 ４ 

大内  ４ 

坂出  ４ 

7.3 北緯 35 1゚6′ 

東経 133 2゚1′ 

深さ  ９km 

鳥取県中西部 

この地震による被害は鳥取、島根両県を中心

に、1府9県に及んだ。死者はいなかったもの

の、全体で、負傷者182人、家屋全壊435棟、

半壊 3,101 棟、道路被害 667 箇所、がけ崩れ

367箇所等の被害があった。 

香川県では、負傷者2人、建物一部破損5棟の

被害があった。 

2001年 

(平成13年) 

3月24日 

15時27分 

平成13年 

（2001年） 

芸予地震 

高松  ４ 

多度津 ４ 

土庄  ４ 

観音寺 ４ 

大内  ３ 

坂出  ３ 

6.7 北緯 34 0゚8′ 

東経 132 4゚2′ 

深さ  46km 

安芸灘 

この地震による被害は広島、愛媛両県を中心

に、9県に及んだ。 

全体で、死者 2 人、負傷者 288 人、家屋全壊

70棟、半壊774棟、文教施設被害1,222箇所

等の被害があった。 

香川県では、人的被害はなく、建物一部破損

10棟の被害があった。 
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（２）風水害等 

平成元年以降の坂出市における台風及び集中豪雨等による被害は以下の通りである。 

 

発生年 
発生月日 

又は期間 
名称 

総雨量 

(mm) 

雨量観

測所 

最大1時間

雨量 

雨量 

観測所 

床上

浸水 

(棟) 

床下

浸水 

(棟) 

浸水区域等 

平成2 9月20日 台風19号 330 － 17 － 0 85 
駒止，文京，笠指，谷町，

白金，新浜 

7 7月3日～6日 集中豪雨 233 － 22 － 0  1  駒止，文京，笠指  

10 9月22日 台風7号 141 － 34 － 0  107  

駒止，文京，京町，谷町，

御供所，白金，江尻，駒止，

笠指  

16 6月27日 大雨 51 府中 23 府中 0  5  
文京，青葉 総雨量は，１

日の雨量。  

16 8月23日 大雨 68 王越 46 王越 0  2  
文京，谷町 総雨量は，１

日の雨量。  

16 8月30日 台風16号 53 府中 19 坂出 130  265  
全壊1棟，半壊4棟 最高潮

位 TP上2.78m  

16 9月7日 台風18号 11 
坂出 

府中 
5 王越 0  5  

王越，大屋冨。 最高潮位 

TP上2.34m  

16 10月19日 台風23号 298 府中 45 府中 674  1,672  
全壊1棟，半壊1棟，一部損

壊101棟 

19 7月14日～15日 台風4号        

20 8月29日 
平成20年 

8月末豪雨 
61 王越 58 番の州 0  6  

久米，瀬居，林田。 総雨

量は，11:00～13:00の2時

間のみ抜粋。  

20 9月21日 集中豪雨 31 坂出 27 坂出 0  6  

久米，林田。 多度津町，

丸亀市において，竜巻及び

ガストフロントによる被

害発生。  

22 6月28日 大雨       文京町において床下浸水1 

23 5月29日 大雨       
床下浸水1，川津町におい

て軽傷1 

23 7月19日～20日 台風6号       
床下浸水2，京町，入船町，

与島町において軽傷3， 

23 9月2日～3日 台風12号       
一部損壊1，王越町，府中

町において床下浸水2 

23 9月19日～21日 台風15号       軽傷1 
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１－５．南海トラフ地震と被害想定 

 香川県が公表した「香川県地震・津波被害想定」（第一次公表（平成25年3月）～第四

次公表（平成26年3月））をもとに、本市における被害想定を整理する。 

 

（１）想定される地震動 

 本市の最大震度は６強が想定されている。 

 

図 震度分布図 

（出典：香川県地震・津波被害想定（第一次公表）） 

 

（２）液状化の危険性 

 本市の沿岸部は「液状化の可能性はかなり高い」状況となっている。 

 

図 香川県液状化危険度予測図 

（出典：香川県地震・津波被害想定（第一次公表）） 

 

坂出市役所

JR坂出駅
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（３）津波浸水想定 

 河川や沿岸部で津波浸水被害が想定されている。多くの地区が 2.0ｍ以下の浸水深であ

るが、一部の地区では2.0～3.0ｍとなっている。 

 

図 津波浸水予測図 

（出典：香川県地震・津波被害想定（第一次公表）） 

 

（４）浸水深30cm到達時間 

浸水深30㎝までの到達時間は、地盤沈降や液状化による地盤高の低下により、沿岸部で

は10分未満となる範囲が広がっている。 

 

図 津波浸水予測図 

（出典：香川県地震・津波被害想定（第四次公表）） 
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（３）被害想定 

建物被害は1,500棟、人的被害の死者数は290人（平成27年人口比0.5％）、負傷者数

は840人（平成27年人口比1.6％）となっている。 

 

■建物被害（全壊）（冬18時） 

 
揺れ 

（棟数） 

液状化 

（棟数） 

津波 

（棟数） 

急傾斜地崩壊 

（棟数） 

地震火災 

（棟数） 

合計 

（棟数） 

全壊 950 380 180 10 ＊ 1,500 

 

■人的被害（冬深夜） 

 

建物倒壊  津波 

 

 

（人） 

急傾斜 

 

 

（人） 

火災 

 

 

（人） 

ブロック塀等 

 

 

（人） 

合計 

 

 

（人） 

 

 

（人） 

うち屋内収容物移動・転

倒、屋内落下物 

（人） 

死者数 60 10 230 ＊ ＊ ＊ 290 

負傷者数 790 110 50 ＊ ＊ ＊ 840 

 

 
揺れに伴う自力脱出困難者 

（人） 

津波による救助者 

（人） 

自力脱出困難者・要救助者 230 50 

 

■ライフライン被害 

上水道 下水道 電力 通信（固定・携帯電話） 都市ガス 

断水人口 断水率 支障人口 支障率 停電件数 停電率 不通回線数 不通回線率 停波基地局率 供給停止戸数 供給停止率 

（人） （％） （人） （％） （軒） （％） （回線） （％） （％） （戸数） （％） 

43,000 78％ 13,000 71％ 32,000 97％ 7,100 53％ 52％ 4,000 45％ 

 

■その他 

交通施設被害 生活への影響 

道路（緊急輸送） 鉄道 港湾 避難者 

被害箇所 被害箇所 港湾被害箇所 避難所 避難所外 

（箇所） （箇所） （箇所） （人） （人） 

60 40 ＊ 13,000 8,400 

 

災害廃棄物 その他の被害 

災害廃棄物等 
エレベータ

の停止 
危険物 

災害廃棄物 津波堆積物 停止数 火災 流出 破損等 

（トン） （トン） （棟数） （箇所） （箇所） （箇所） 

111,000 397,000 ～ 636,000 80 ＊ ＊ 10 

※：「＊」は少ないが被害がある 

※：四捨五入の関係で合計が合わない場合がある 

出典：香川県地震・津波被害想定第二次公表報告書（平成25年8月） 
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２．地域モデル（緊急の課題がある地域）の選定 

２－１．ヒアリング等による市の現状 

【防災計画】 

・地域防災計画は、平成28年3月に修正を行っている。防災関連法案、国の各種計画等、

香川県地域防災計画の修正を受けた見直し、組織機構改編や同様系防災行政無線の運用

開始をはじめとした本市施策の関連事項について見直しを行った。 

【津波避難】 

・平成26年4月に津波ハザードマップを発行。外国語（英語・中国語）に対応した津波ハ

ザードマップも作成している（ＨＰへの公表のみ）。 

・原則徒歩での避難を指導している。高齢者等については、地域の協力によってリヤカー

で避難するといった訓練も行っている。 

【水害・土砂災害】 

・平成26年4月に土砂災害ハザードマップを作成。平成27年12月、平成28年3月に追

加で指定された箇所があり、更新が必要である。 

 

坂出市内の土砂災害警戒区域等指定箇所数（平成27年12月11日） 

 警戒区域 特別警戒区域 

急傾斜地崩壊  93箇所  78箇所 

土石流危険渓流  51箇所  36箇所 

地すべり   1箇所 － 

合計 145箇所 114箇所 

出典：坂出市ＨＰ 

 

・南海トラフ地震等により、ため池が決壊した場合の氾濫解析を行い、市内32カ所の「た

め池ハザードマップ」を作成している。一定規模のため池について、ハザードマップの

作成は完了している。 

・平成20年3月に洪水ハザードマップ作成（綾川、大束川、土器川）している。水防法の

改正に伴い、香川河川国道事務所による「土器川水系土器川浸水想定区域図（想定最大

規模）」（平成28年12月）をＨＰにて案内を行っている。現在、県が浸水想定を検討し

ている状況にあり、3河川の被害想定が出てから見直す予定としている。 

【情報伝達】 

・平成28年4月より、「同報系防災行政無線」の運用を開始した。データ伝送、同時複数

通信にも対応したデジタル方式防災行政無線システムとなっている。 

・Ｊアラートを備えており、津波警報が出たら避難指示を自動で発信できるようになって



地域モデル（坂出市） 

11 

いる。津波到達まで２時間あるので、浸水想定区域外への避難を促すこととしている。 

・エリアメールやツイッター、テレガイドなどの多様な情報伝達手段により、住民へ発信

している。 

【避難訓練等】 

・自主防災組織からの依頼を受け、市と消防が支援するかたちで各種防災訓練を実施して

いる。以前より防災に対する意識は高まっている。 

・地震対策として、倒壊建物からの脱出や応急タンカでの搬送などの訓練を行っている。 

【避難勧告等】 

・現在、マニュアルの見直し中である。防災行政無線等の音声の変更も必要となるため、

自治体としては費用負担等も大きい。名称の変更により、住民の避難につながるわけで

はないと感じており、避難の確実性を高めるための取組が必要である。 

・避難指示が発令した際には、消防団等が地域への声掛け等を行う体制となっている。 

・「避難しない」というのが大きな問題。玄関をたたいても、避難しない人がいる。 

・香川大学との連携のもと、ＤＯＮＥＴを活用した救助活動の時間の検討や避難ルートの

検証などを行っている。 

【避難場所／避難所】 

・指定緊急避難場所は 38 箇所（うち津波 26 箇所）、指定避難所は 26 箇所（うち津波 18

箇所）となっている。 

・南海トラフの被害想定を踏まえると指定避難所の収容人数が不足していることから、見

直しを行う予定である。指定緊急避難場所のうち、避難所として使用できる施設につい

て見直しを行っている。 

・福祉避難所としては19施設（3団体、420人収容）を確保している。なお、運営マニュ

アルは未策定である。 

・１３１おとめ隊と自主防災組織が中心となって、避難所運営マニュアルの作成を進めて

いる。避難所個別のマニュアルを市で作成する予定はないが、自治会などの関係者を集

めてマニュアルの説明とＨＵＧの実施を行いたいと考えている。 

【避難路】 

・海抜が５m 未満の県道の標識柱などに「海抜知～る」を設置している（香川県が主体と

なった取組）。津波から避難するときの目印、平常時から身近な地域の海抜を知る目安と

なる。 

【備蓄】 

・想定されている避難者15,600人に対して、指定避難所の受入率を踏まえて、その半分を

市が、半分を県が備蓄する方針として進めている。 

・これまで、備蓄倉庫がなかったが、平成29年度に旧坂出東部有線事務所を改修し、新た
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な備蓄倉庫として整備した。分散備蓄で進めているが、平成32年度に市庁舎の建替えが

行われれば、綾川を挟んだ対応が可能になると考えている。 

【耐震化】 

・市有建築物の耐震化率は91.45％となっている。坂出市耐震改修促進計画（第二次計画）

に基づき、平成32年度末には耐震化率95％以上を目標としている。 

・住宅の耐震化率は58.61％となっている。 

・「坂出市民間住宅耐震対策支援事業」（耐震診断、耐震改修工事、簡易耐震改修工事、耐

震シェルター等設置工事が補助対象）により、民間住宅の耐震診断および耐震改修工事

等に要する費用の一部を助成している。 

・平成28年度より簡易耐震改修工事と耐震シェルター等設置工事をするなど制度を拡充し

ている。 

【孤立対策】 

・孤立については、特に、問題となる集落はない。島しょ部についても、瀬戸大橋がある。 

【空き家対策】 

・平成30年度から平成37年度を計画期間とする空家等対策の推進に関する特別措置法に

基づく「空家等対策計画」の作成を進めている。 

・平成28年度に実施した空家等実態調査では、本市の空家数は2,177件（建物総数43,105

件）、空家率は5.1％となっている。 

【延焼危険性】 

・「元町商店街」「サンロード港町」「元町栄筋」等の商店街周辺の密集市街地の解消が必要

である。 

【災害時の拠点施設】 

・現庁舎横にて新庁舎の建替え（平成32年11月完了予定）を行っている。津波浸水想定

区域内にあり、建替えにあたっては、自家発電を屋上に設置予定である。 

・災害対策本部の代替施設については現在検討中である。 

・受援体制の確立は大きな課題となっている。特に、被災者の状況やニーズの把握、物資

の配送が問題であると認識しており、香川県トラック協会坂出支部と「災害時における

物資等の輸送に関する協定書」を締結している。 

【道路網】 

・平成29年7月21日に坂出北インターチェンジのフルインター化が新規事業として採択

された。災害時において、坂出港から四国管内への早期支援物資の供給などが可能とな

る。 

【庁内の体制】 

・女性の視点から様々な課題（避難所運営マニュアルの作成等）を検討し、防災対策を推
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進するため、坂出市の女性職員有志によって、坂出市防災女性チーム「１３１（ぼうさ

い）おとめ隊」が設置された（平成26年度から）。 

・おとめ隊は当初、一人の女性職員が、職員の防災意識を高めたいという思いからスター

トしたものである。毎年、3～4人程度の職員が交代している。防災部局以外の職員も参

画し、各課の横断的な取組となっている。 

・男性職員も図上訓練や参集訓練を通じて、防災対応の大変さは理解している。 

・ＢＣＰ、職員初動マニュアルともに作成済みである。 

・発災時に最低限必要な初動対応をその対応毎に内容を１ペーパーにまとめた、アクショ

ンカードの整備を進めている。 

・地域防災計画やＢＣＰを読みこむことが理想であるが、災害時に、どの職員が一番に参

集できるかわからないので、最初にすべき行動（連絡など）を記載することとしている。 

・担当者がそのカードを確認することで、発災時においても対応すべきことが明確となり、

冷静に行動できると考えている。 

【自主防災組織】 

・自主防災組織のカバー率（世帯数）は92.05％。12地区のうち11地区で組織化されてい

る。防災訓練等を通じて機運を高めたことが増加した要因と考えている。活動について

は、地域によって温度差がある。 

・自主防災組織の結成促進のため、「自主防災組織資機材整備事業補助金」や「自主防災組

織活動費補助金」により、防災資機材の購入、自主的な訓練、講習会、研修会等の経費

等を支援している。補助金は年間10件程度活用されている。なお、補助額は半額のため、

自主防災組織の負担もある。そのため、自主防災組織で計画的な申請がなされていると

感じている。 

・地域防災力の中心的役割を担う自主防災組織の活性化策の一つとして、坂出市防災指導

員（豊富な防災知識や技能を持った消防や警察、自衛隊などの退職者や防災士等から、

市長が委嘱）の取組を行っている。5 人を委嘱しているが、綾歌郡の防災士会のメンバ

ーとなっている。 

【人材育成】 

・防災士を養成することにより市の地域防災力の向上を図るため、防災士の資格取得に要

した経費の一部を補助している。補助額としては最大2万5千円であるが、香川大学で

行われる防災士の試験は2万1千円であるため、実質全額補助となっている。 

・なお、実際に資格取得後に活動してもらえる方を対象に、市が自主防災組織を通じて推

薦もしている。 

【要支援者対策】 

・自治会、自主防災組織等を通じた登録申請により、避難行動要支援者名簿の作成を進め



地域モデル（坂出市） 

14 

ている。自治会・自主防災組織等を中心に地域特性を考慮して避難支援方法を検討して

いる。 

・支援者（原則として2名の方に避難支援者として登録）の決定を行うこととしている。

支援者2名が決まらない場合は、地区で考えてもらうようにしている。 

・避難行動要支援者名簿は、常に追加や修正を行っていくものと認識している。なお、個

別プランまで完成して初めて有効になるものであるため、整備を進めている。 

・平時からの取組になるが、119 番登録制度の普及も進めており、支援に必要な情報を事

前に登録することにより、迅速に対応できるようにするものである。高齢者や障がい者

が対象であり、緊急連絡先や通院先、病歴などの個人情報の提供に同意し、支援情報と

して活用することを承諾してもらっている。 

【民間連携／自治体間連携】 

・自衛隊ＯＢ（隊友会）との情報提供に関する協定は結んでいる。香川県内では坂出市だ

けである。災害時には、情報が輻輳することが想定され、信頼できる情報の入手につな

がることを期待している。 

【復旧・復興への備え】 

・坂出港事業継続連絡協議会を設立し、災害時の港湾機能の継続、早期復旧を図ることを

目的に、坂出港事業継続計画（平成29年2月）を策定した。 

・応急仮設住宅の建設候補地等は検討している。 

・地籍調査の進捗率は18％（平成28年度末時点 国土交通省 地籍調査Web サイト）と

なっている。平成 54 年度（2042 年度）完了予定で進めており、番の州を先行して進め

ている。 
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２－２．地域モデルの対象地区の選定 

本市は、海岸部から山間部までを有しており、南海トラフ地震による揺れや津波、豪雨

等による水害・土砂災害等の危険性など、様々な災害への備えが必要となる。 

そのため、市全域を対象範囲として検討を行う。 
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３．地域モデルの検討 

３－１．坂出市の現状と課題 

（１）本市の現状 

◆まちの特性 

・ 市街地の大部分は「坂出都市計画区域」に指定され、ＪＲ坂出駅周辺の既成市街地や

海岸部の番の州臨海工業地域、瀬戸内の多島美や五色台等の豊かな自然等から形成さ

れている。 

・ 四国と本州を結ぶ瀬戸大橋の四国側の玄関口に位置し、重要港湾坂出港を有している

ことから、海陸の結節点として人と物の流通拠点となっている。坂出北ＩＣのフルイ

ンター化事業が新規事業として採択され、更なる機能強化が期待されている。 

・ 人口53,164人、老年人口比率34.1％（平成27年国勢調査）となっている。 

◆災害の特性 

・ 最大震度６強の揺れ、最大津波水位2.8ｍが想定されており、海岸沿いに広がる市街

地にて大きな被害が生じる可能性がある。 

・ 全壊棟数が1,500棟（うち、揺れが950棟、液状化が380棟、津波が180棟）、死者

数が290人（うち、津波が230人、建物倒壊が60人）、負傷者数が840人（うち、津

波が50人、建物倒壊が790人）の被害が想定されている。 

・ 海岸部から山地部まで広がっており、地震・津波、土砂災害などの様々な災害の危険

性を有している。 

・ 土砂災害警戒区域の指定は145箇所（平成27年12月）となっており、土砂災害に対

する危険性も高い地域である。 

・ 平成16年台風23号による被害をはじめ、土器川・綾川・大束川等の河川による洪水

被害が懸念されている。 

◆主要な防災対策の取組 

・ 老朽化が進んでいる本庁舎について、高い防災性能を有し、安心して利用できる施設

として、新庁舎の建て替えを進めている。 

・ 市の女性職員有志による、坂出市防災女性チーム「１３１（ぼうさい）おとめ隊」が

結成され、女性の視点から様々な防災対策を推進している。 

・ 自主防災組織のカバー率（世帯数）は92.05％である。 
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図 坂出市の現況図 

※基図については国土地理院の基盤地図情報を使用  
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（２）課題の整理 

◆まちの特性や取組からみた課題 

・ 南海トラフ地震において、最大震度６強、最大津波水位2.8ｍが想定されている。地

盤沈降や液状化により、地震発生後 10 分以内に浸水被害が発生する可能性も示され

ており、耐震化や確実な避難により、犠牲者ゼロをめざした取組を進めていく必要が

ある。 

・ 水害・土砂災害等の被害の発生が懸念され、命を守るためにも避難行動が重要である

ということの住民意識を高めていく必要がある。 

・ 四国の玄関口に位置しており、復旧・復興における拠点としての役割を高めていく必

要がある。 

◆災害の特性からみた課題 

・ 地震・津波、土砂災害、洪水等の災害リスクを有していることから、多様な防災・減

災対策に取組む必要がある。 

（地震・津波） 

・ 揺れによる建物被害や死傷者の発生が懸念され、耐震化等の取組が重要である。特に、

ＪＲ坂出駅周辺の既成市街地は、老朽した住宅が密集した地域であり、その改善が必

要である。 

・ 避難所への避難者数は 13,000 人と想定されており、指定避難所や備蓄等の確保が必

要となる。また、四国と本州を結ぶ交通結節点であり、帰宅困難者対策を検討してい

く必要がある。 

（水害・土砂災害） 

・ 山裾には土砂災害警戒区域が多数存在し、災害の発生時には、直接的な被害や道路の

被災による地域の孤立等が懸念され、その対策に取組む必要がある。 

・ 想定最大規模降雨においては河川等の洪水被害も想定され、危険箇所の周知等に取組

む必要がある。 
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３－２．時間軸での備えの検討から抽出された課題や取組むべき施策 

（１）南海トラフの巨大地震の時間軸（被害想定シナリオ）に応じた課題の抽出 

南海トラフの巨大地震の備えに関する時間軸の検討から、坂出市における課題や取組む

べき施策として抽出された主な事項を以下に整理する。 

 

時間軸 時間軸に応じて必要な対応 
課題や取組むべき対策（主な事項を抜粋） 
（■：着手済み、□：新たな対応が必要） 

 

・災害の発生に備えた住民の意

識啓発 

・職員の災害に対する意識向上 

④-1 ■定期的な防災訓練の実施、自主防災組織の自主的な訓練【施

策4-1】 

④-2 ■坂出市防災女性チーム「１３１おとめ隊」の活動【施策4-3】 

④-2 ■ＢＣＰや職員初動ﾏﾆｭｱﾙの作成、訓練を通じて計画の検証

【施策4-4】 

④-2 ■図上訓練や職員参集訓練の実施【施策4-4】 

  

 

・地震発生の情報発信 

・建物倒壊等から命を守る 

・危険な場所を避ける（各種ハ

ザードの周知） 

①-1 ■同報系防災行政無線の運用開始（平成28年４月）【施策1-1】 

①-1 ■エリアメールやツイッター等の情報伝達手段の周知【施策

1-1】 

③-1 ■学校等の耐震化、非構造部材の耐震化 

①-3 □市独自の土砂災害ハザードマップの作成【施策1-5】 

 

・速やかな避難を行うための体

制整備 

・避難のための条件整備（避難

場所の確保等） 

・避難行動要支援者対策 

①-3 ■津波ハザードマップの作成・配布【施策1-4】 

①-4 ■指定避難場所の確保【施策1-5】 

③-2 □密集市街地の解消【施策3-2】 

①-2 ■避難支援者の登録、個別支援プランの作成【施策1-3】 

 

・緊急避難場所での一時的な滞

在 

・緊急避難場所での情報把握 

・災害対策本部等の設置 

②-2 ■備蓄倉庫の整備（分散備蓄）【施策2-3】 

②-1 □帰宅困難者への対応【施策2-2】 

②-2 ■災害時に孤立のおそれのある箇所への屋外拡声子局の設置

【施策1-1】 

③-4 ■市庁舎の建替え【施策3-5】 

 

・避難所（指定避難所）の開設・

運営 

・集落の孤立対策 

・道路啓開・航路啓開の実施 

①-4 □避難所の収容人員不足への対応【施策1-5】 

②-1 ■避難所運営マニュアルの作成【施策2-1】 

④-1 ■民間事業者等との連携強化 

③-3 ■坂出港事業継続計画の作成【施策3-3】 

 

・避難所の運営 

・道路啓開の推進 

・円滑な応急活動の実施 

①-4 ■福祉避難所の確保（3団体、19施設との協定） 

③-5 ■香川県トラック協会坂出支部との協定の締結 

③-5 ■応急仮設住宅、災害廃棄物仮置き場、ご遺体安置所等の候

補地の検討 

 

・避難生活の長期化への対応 

・応急仮設住宅等への入居 

・復旧・復興活動の推進 

③-5 □香川県との連携による応急仮設住宅（建設仮設）の整備体

制の構築 

④-2 ■ＢＣＰや職員初動マニュアルの作成【施策4-4】 

④-2 □事前の復興計画の取組 

※下線を記載した項目が過年度の計画から新たに追加した施策等 
※項目の冒頭に記載している番号が「基本方針」と、末尾に記載している番号が「まちづくり計画の施策」に対

応（P22参照）。

 

 

 

警報解除 

～72時間 

～１週間 

 ～１ヵ月 

地震発生 
直後 

津波襲来 

事前 
(平常時) 
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（２）豪雨等による水害・土砂災害等の時間軸（被害想定シナリオ）に応じた課題の抽出 

豪雨等による水害・土砂災害等への備えに関する時間軸の検討から、坂出市における課

題や取組むべき対策として抽出された事項を以下に整理する。 

 

時間軸 時間軸に応じて必要な対応 
課題や取組むべき対策（主な事項を抜粋） 
（■：着手済み、□：新たな対応が必要） 

 

・災害の発生に備えた住民の意

識啓発 

・職員の災害に対する意識向上 

・事前の自主的避難の実施 

④-1 ■定期的な防災訓練の実施、自主防災組織の自主的な訓練【施

策4-1】 

①-3 ■土砂災害ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成（追加指定を踏まえた更新）【施

策1-4】 

④-2 ■坂出市防災女性チーム「１３１おとめ隊」の活動【施策4-3】 

④-2 ■ＢＣＰや職員初動ﾏﾆｭｱﾙの作成、訓練を通じて計画の検証

【施策4-4】 

 

・災害対策本部等の設置 

・避難準備・高齢者等避難開始

等による適切な事前避難 

・避難所の開設・運営 

・危険箇所の周知、対策の推進 

④-2 ■ＢＣＰや職員初動ﾏﾆｭｱﾙの作成、訓練を通じて計画の検証

【施策4-4】 

①-1 ■「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」の見直し【施策1-2】 

①-2 ■避難支援者の登録、個別支援プランの作成【施策1-3】 

②-1 ■避難所運営マニュアルの作成【施策2-1】 

③-3 ■関係機関との連携による土砂災害対策の推進【施策3-4】 

 

・避難勧告・避難指示（緊急）

による速やかな避難の実施 

・避難所の開設・運営（再掲） 

・命を守る行動 

・円滑な避難の実施に向けた支

援 

①-1 ■防災行政無線、広報車等の情報伝達手段の充実【施策1-1】 

①-4 ■洪水・土砂災害時の避難所の指定（38箇所）【施策1-5】 

①-1 □命を守るための避難行動（垂直避難等）に関する周知 

④-1 ■避難誘導や避難所運営における自主防災組織、消防団等と

の連携強化 

  

 

・災害発生箇所の把握 

・救出活動等の実施 

・避難所の運営（適切な時期に

閉鎖） 

④-2 ■被災状況等に関する連絡体制の強化【施策4-4】 

④-1 □安否確認等に関する連絡体制の強化や訓練の実施 

②-2 ■備蓄倉庫の整備（分散備蓄）【施策2-3】 

④-1 ■民間事業者等との連携強化 

 

・避難所の運営(適切な時期に閉

鎖)(再掲) 

・道路啓開の実施 

・応急・復旧活動の実施 

②-1 ■避難所運営マニュアルの作成【施策2-1】 

④-1 ■建設会社との連携強化（協定の締結等） 

③-4 ■ボランティアセンターの候補地選定 

 

・避難生活の長期化への対応 

・応急仮設住宅等への入居 

・復旧・復興活動の推進 

③-5 ■応急仮設住宅の候補地の検討 

③-5 □応急仮設住宅の手続きに関する各種様式の作成（申込者名

簿、応急仮設住宅台帳、住宅応急修理記録簿等） 

③-5 □災害の状況に応じた住居の確保の検討 

※下線を記載した項目が過年度の計画から新たに追加した施策等 
※項目の冒頭に記載している番号が「基本方針」と、末尾に記載している番号が「まちづくり計画の施策」に対

応（P22参照）。  

 

 

 

～72時間 

～１週間 

 ～１ヵ月 

大雨警報等
の発表時 

土砂災害警
戒情報等の 
発表時 

事前 
(平常時) 
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３－３．坂出市の災害に強いまちづくりに向けた基本方針と基本施策 

本市は、災害が少ないと思われがちであるが、過去から大雨・洪水・高潮による浸水被

害等が記録されている。また、南海トラフ地震の揺れ・津波によって、人的・建物被害の

発生も懸念されている。 

そのため、市民一人ひとり、また、職員一人ひとりの防災意識を高め、確実な避難行動

や災害に強い地域づくりに向けた取組を進めていくことが重要である。 

そこで、本地域モデルの基本方針・基本施策を以下のように定める。 

 

【基本方針】 

 

 

【基本施策】 

地域の課題を解決し、基本方針に定めた「住民・職員の防災意識の高揚による、災害

に強いまち・人・地域づくりの実現」の実現に向け、以下の基本施策を掲げ、具体的な

施策（導入メニュー）を検討する。 

 「①-1 住民の自主的な避難を促す」 

 「①-2 避難時の支援体制の検討」 

 「①-3 危険箇所の周知と対策」 

 「①-4 避難場所の確保」 

 「②-1 避難所の開設・運営」 

 「②-2 集落・地域の孤立に備える」 

 「③-1 住宅等の耐震化」 

 「③-2 火災に強いまちの形成」 

 「③-3 既存インフラの機能強化」 

 「③-4 防災拠点の強化」 

 「③-5速やかな復興の実現」 

 「④-1 人的防災力の向上」 

 「④-2 地方公共団体の防災力の向上」 

 

  

住民・職員の防災意識の高揚による、 

災害に強いまち・人・地域づくりの実現 
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【基本方針】 
【基本施策】 

【導入メニュー】 

住民・職員の防災意識の高揚による、災害に強いまち・人・地域づくりの実現 

命を守るために逃げる 

避難時の生活環境を整える 

災害に強いまちをつくる 

災害に負けない人・組織等をつ

くる 

共通 

共通 

共通 

共通 

地震・津波 

共通 

主な視点 

共通 

1-1 情報伝達体制の整備 

1-2 避難勧告等の基準と適切な運用 

1-3 避難行動要支援者の避難支援 

①-1 住民の自主的な避難を促す 

①-2 避難時の支援体制の検討 

②-1 避難所の開設・運営 

2-1 避難所運営マニュアル等の検討 

2-3 備蓄の充実等 

②-2 集落・地域の孤立に備える 

③-3 既存インフラの機能強化 

③-1 住宅等の耐震化 

3-1 住宅の耐震化／空き家の対策 

1-4 各種ハザードマップの作成 

①-3 危険箇所の周知と対策 

④-1 人的防災力の向上 

4-1 自主防災組織の活動支援 

3-3 坂出港の機能強化 

1-5 避難場所・避難所の確保 

③-2 火災に強いまちの形成 

3-2 密集市街地の解消 

4-2 防災士の育成等 

①-4 避難場所の確保 

④-2 地方公共団体の防災力の向上 

4-3 １３１（ぼうさい）おとめ隊の活動 共通 

共通 

3-5 市庁舎の建替え 

③-4 防災拠点の強化 

3-6 交通結節点としての機能強化 共通 

共通 

共通 

2-2 帰宅困難者対策 

地震・津波 

3-4 土砂災害危険箇所対策等の推進 

③-5 速やかな復興の実現 

4-4 ＢＣＰの作成等 共通 

地震・津波 

地震・津波 

共通 2-1 避難所運営マニュアル等の検討 



地域モデル（坂出市） 

23 

４．坂出市の災害に強いまちづくり計画 

坂出市の災害に強いまちづくり計画における導入メニューを以下のように整理する。 

 

４－１．命を守るために逃げる  

①-1 住民の自主的な避難を促す 

項 目 内 容 

導入メニュー 1-1 情報伝達体制の整備 

概要 ・平成28年４月から「同報系防災行政無線」の運用を開始した。 

・データ伝送、同時複数通信にも対応したデジタル式防災行政無線の導入

により、迅速で的確な情報配信が可能となった。 

 

【防災行政無線システム】 

・緊急時には防災用の緊急伝達装置

として活用する。 

・Ｊ－ＡＬＥＲＴを備え、大規模自

然災害や弾道ミサイル攻撃等の緊

急情報を自動放送で伝達すること

が可能である。 

・消防本部と市内屋外の要所に設置

された子局設備（防災無線機器及び個別受信機）との間で、デジタル無

線回線を介して防災情報などの収集・伝達を行う。 

 

【坂出市役所Twitter】 

・市では、より細やか且つ効果的な情

報発信手段として、Twitter アカウ

ントを設けており、防災情報の発

信・収集に活用することとしている。 

 

着眼点・留意点 ・防災行政無線のデジタル化への更新は、多額の導入費用が必要となるこ

とから、計画的に進めていく必要がある。 

・ソーシャルメディアサービスは、災害時において貴重な情報の発信・収

集の手段となることから、効果的な活用を行うことが求められる。 

 

共通 

防災行政無線の概要 

坂出市役所Twitter 
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項 目 内 容 

導入メニュー 1-2 避難勧告等の基準と適切な運用 

概要 ・平成29年１月の「避難勧告等に関するガイドライン」（内閣府 防災担

当）の改定を踏まえ、市の「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」の更

新を行う。 

 

・避難準備情報等の名称変更等が行われており、住民や要配慮者施設等へ

の周知に努めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難情報の新たな名称と伝え方のイメージ（出典：内閣府HP資料） 
http://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/guideline/guideline_2016.html 

 

着眼点・留意点 ・平成29年1月に「避難勧告等に関するガイドライン」（内閣府 防災担

当）が改定されたことから、市町村の「避難勧告等の判断・伝達マニュ

アル」の更新を行うことが必要である。 

・避難情報の名称変更等を踏まえ、地域防災計画をはじめとした各種の計

画も整合を図る必要がある。 

 

・避難勧告等を発令した際でも、「避難しない」住民が存在するのが実情で

あり、適切な避難行動を促す取組が必要である。 

 

 

  

水害・土砂災害
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①-2 避難時の支援体制の検討 

項 目 内 容 

導入メニュー 1-3 避難行動要支援者の避難支援 

概要 ・市では、災害時やそのおそれがある場合に、家族等の支援が困難で、避

難の判断または避難行動を自ら行うことが困難な方が、災害時等におけ

る支援を地域の中で受けられ、安心・安全に暮らすことができるように

するため、避難行動要支援者避難支援台帳の整備や個別計画の作成を進

めている(平成29年４月1日現在で3,098人の登録者数、54人の個別計

画を作成）。 

 

【避難行動要支援者避難支援制度】 

・避難行動要支援者を、自治会・自主防災組織などの地域住民が主体的に

支援を行う制度。 

・災害時等において、要支援者のもとにかけつけることができる隣近所の

人、自主防災組織、自治会など地域で一緒に暮らす人たちから、原則と

して２名の方を避難支援者として登録している。 

 

◆登録の流れ 

 １．自治会・自主防災組織等から自分たちの地区が坂出市避難行動要支

援者避難支援計画に基づく支援を実施することを届出。 

 ２．対象者に登録するよう働きかけ。登録申

請書を配布。 

 ３．対象者のうち登録を希望する人は自治

会・自主防災組織等の長に申請書を提出。 

 ４．避難行動要支援者避難支援台帳を提出。 

 ５．提出された情報を元に避難行動要支援者

避難支援台帳を作成し、自治会・自主防

災組織等の長及び支援者に支援に必要な

情報を提供 

着眼点・留意点 ・避難支援者を原則２名とすることで、様々な時間・状況に対応が可能と

なることが期待される。 

・自治会や自主防災組織等が主体的に支援を行うことで、地域の防災意識

の高揚につながることが期待される。 

  

共通 
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①-3 危険箇所の周知と対策 

項 目 内 容 

導入メニュー 1-4 各種ハザードマップの作成 

概要 ・様々な災害の危険性について住民への周知を図るため、各種のハザード

マップの作成に取組む。 

 

【津波ハザードマップ】 

・平成26年４月に津波ハザードマッ

プを作成・全戸配布し、危険箇所

や避難場所の周知に努めている。

外国語（英語・中国語）に対応し

たハザードマップも作成してい

る。 

 

【土砂災害ハザードマップ】 

・本市では、土砂災害警戒区域の指

定は145箇所（うち特別警戒区域

114箇所）（平成27年12月 11日

現在）となっており、危険箇所の

周知等は重要である。平成26年４

月に土砂災害ハザードマップを作

成・配布し、危険な区域の周知を

図り、早めの避難を促している。 

 

【洪水ハザードマップ】 

・平成20年３月に、土器川・綾川・大束川の３河川を対象とした洪水ハザ

ードマップを作成している。水防法の改正に伴い、香川河川国道事務所

による「土器川水系土器川浸水想定区域図」（平成28年12月）が公表さ

れており、香川県が進めている綾川・大束川の被害想定を踏まえてハザ

ードマップの見直しを行う。 

 

【ため池ハザードマップ】 

・市内32カ所のため池について、ため池ハザードマップを作成し、危険箇

所の周知に努めている。 

津波ハザードマップ（地図面） 

共通 

土砂災害ハザードマップ 
（一例 金山地区・東部地区） 
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着眼点・留意点 ・各種ハザードマップの作成・全戸配布等を通じて、防災に関する意識の

高揚につなげていくことが重要である。また、防災訓練などの機会を通

じて、防災マップの周知に努めることが重要である。 

・土砂災害警戒区域の指定状況をはじめ、避難場所の指定の更新等を踏ま

えて、マップの更新を行っていくことが必要である。 
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①-4 避難場所の確保 

項 目 内 容 

導入メニュー 1-5 避難場所・避難所の確保 

概要 ・南海トラフ地震が発生した際には、13,000人の避難者を避難所で受け入

れる可能性が示されており、確実な避難者の受入に向け避難場所・避難

所の確保を進めている。 

 

【指定避難場所・避難所】 

・指定緊急避難場所：38箇所 

（うち津波26箇所） 

・指定避難所：26箇所 

（うち津波18箇所） 

 

・なお、大規模な災害時には避難所の

不足が懸念されることから、津波に

よる被災状況を踏まえて利用の判断

を行うこととしている。 

 

 図 避難所位置図 

 

【海抜表示板の設置】 

・普段から各地点の海抜を意識することにより、

津波への警戒や防災意識を高めるとともに、各

指定避難場所に海抜表示を行っている。 

 

 

 

着眼点・留意点 ・津波到達まで比較的時間があることから、確実な避難行動を促していく

ことが重要である。 

・大規模な災害時に想定される避難者に対して、指定避難所の避難収容能

力が不足することから、状況に応じた対応方法を想定しておくことが必

要である。 

  

共通 
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４－２．避難時の生活環境を整える 

②-1 避難所の開設・運営 

項 目 内 容 

導入メニュー 2-1 避難所運営マニュアル等の検討 

概要 ・１３１（ぼうさい）おとめ隊が中心となって避難所運営マニュアルの作

成を進めている（平成29年度作成）。 

・共通の避難所運営マニュアルの作成を行い、自治会や自主防災組織等の

関係者に対する説明やＨＵＧ（避難所運営ゲーム）の実施を行う。 

 

着眼点・留意点 ・避難所の運営には女性の視点も重要であり、多様な住民の参画のもと避

難所運営マニュアルを作成することが重要である。 

 

 

項 目 内 容 

導入メニュー 2-2 帰宅困難者対策 

概要 ・本市は、昼夜間人口比率が高く、市外からの通勤・通学者等が多くなっ

ている。ＪＲ瀬戸大橋線や瀬戸中央自動車道等の交通機関が一時的に不

通になった際には、帰宅困難者等の発生が懸念される。 

・そのため、交通機関の復旧までの滞在場所（指定避難所）や食料等の供

給が必要となることから、交通機関（ＪＲや本四高速（株）等）との連

携を図りながら、適切な情報発信や誘導方法等を検討する。 

・また、市民や通勤・通学者、来訪者等が的確な避難行動を行うことがで

きるように、交通結節点等における避難場所の案内標識や避難誘導標識

等の整備を進めていく。 

 

着眼点・留意点 ・本市の帰宅困難者は、ＪＲ坂出駅で多くなると想定されるが、駅周辺も

津波浸水想定区域内にあることを踏まえ、ＪＲと連携を図りながら、そ

の対策を検討していく必要がある。 

・市外からの通勤者や来訪者等は、本市の防災に関する情報等が少ないも

のと想定されることから、土地勘が無い方々の円滑な避難のための標識

整備等を進めていく必要がある。 

 

  

共通 

共通 
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②-2 集落・地域の孤立に備える 

項 目 内 容 

導入メニュー 2-3 備蓄の充実等 

概要 ・香川県の「緊急物資の備蓄マニュアル」に基づき、想定される避難者の

１日分の備蓄を県と市の協力によって進めている。なお、４日目以降は、

国や他県等の救援物資が供給されると考え、発災後の３日分のうち、２

日分は協定等による流通備蓄により対応することとしている。 

 

【備蓄の状況】 

・各指定避難所に食料（アルファ米やパン缶詰、粉ミルク等）や飲料水、

生活必需品（簡易トイレ、紙おむつ、毛布等）を備蓄している。 

 

【協定の締結】 

・災害時における救援物資提供に関して、民間企業（コカ・コーラやペプ

シコーラ、コメリ災害対策センター等）との協定締結に努めている。 

 

【備蓄倉庫】 

・旧坂出東部有線事務所を改修し、備蓄倉庫として整備した。 

・市庁舎の建替え後（平成32年度以降）は、綾川を挟んで備蓄の拠点を確

保することとしている。 

 

図 備蓄倉庫（市提供資料） 

着眼点・留意点 ・「自らの命は自らで守る。自らの地域はみんなで守る。」という自助・公

助の考え方を基本として、市民の備蓄意識の高揚を高めていくことが重

要である。 

・各種企業との協定締結の状況をＨＰ等にて発信することで、企業にとっ

てもイメージアップなどのメリットが生じる。 

 

  

共通 
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４－３．災害に強いまちをつくる 

③-1 住宅等の耐震化 

項 目 内 容 

導入メニュー 3-1 住宅の耐震化／空き家の対策 

概要 ・地震による死傷者の発生を抑えるため、耐震診断・耐震改修の促進、空

き家の活用・撤去の促進に向け、啓発や支援制度の充実に努めていく。 
 
【耐震化の補助対象および補助金額】 

〇耐震診断…補助対象経費に10分の9を乗じた額と90,000円のいずれ

か少ない額 

〇耐震改修工事…補助対象経費と900,000円のいずれか少ない額 

〇簡易耐震改修工事…補助対象経費と500,000円のいずれか少ない額 

〇耐震シェルター等設置工事…補助対象経費と200,000円のいずれか少

ない額 
 

■耐震化の補助事業の活用状況 

 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

耐震診断 5 17 14 16 14 33 

耐震改修 0 9 5 3 7 10 

耐震シェルター - - - - - 1 

参照：坂出市提供資料 
 
・耐震改修を行った場合、所得税及び固定資産税の減免措置を受けられる

こととして、耐震化を促している。 
 
【空家対策】 

・平成28年度に実施した空家等実態調査では、本市における空家数は2,177

件（市内の建物総数43,105件の5.1％）となっており、そのうち老朽度・

危険度の高い空き家は110件（空家の5.1％）となっている。 

・平成29年度に老朽化して危険な空き家の除去を促進するための助成制度

を創設するとともに、空家等対策を総合的かつ計画的に実施するため、

坂出市空家等対策計画の策定に向けた協議等を進めている。（平成29年

度策定） 

着眼点・留意点 ・住宅の耐震化については、「自らの命を守る」ために必要なものとして、

意識啓発に努める必要がある。また、建物の倒壊に起因した火災や避難

路の閉塞等による被害の拡大を防止するためにも、住宅の耐震化や空き

家の対策等に取り組むことが重要である。 

・効果的な耐震化の取組を進めるためには、耐震化が必要な建物棟数等の

実態把握を行うことも重要である。 

・平成27年5月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が完全施行さ

れるとともに、29年9月に「坂出市空家等対策の推進に関する条例」を

制定、施行しており、条例等に基づき、国や県の動向を踏まえる中で、

策定予定の本市空家等対策計画に即した、実効性のある空家等対策を進

めていくことが重要である。 

地震・津波 
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③-2 火災に強いまちの形成 

項 目 内 容 

導入メニュー 3-2 密集市街地の解消 

概要 ・坂出駅の西北に隣接する地区は、「元町商店街」「サンロード港町」「元町

栄筋」等の商店街が立地している。この地区は、木造住宅が密集した市

街地となっており、揺れによる家屋倒壊や火災による死者の発生、道路

閉塞による避難の遅れが懸念されることから、その解消に向けた検討を

進めていく。 

・大規模な面的整備は地権者同意等が困難であることから、以下に示す客

観的な指標を住民に提示し、市街地の危険性の認識を高め、オープンス

ペースの確保や空家の解消等による部分的な道路の拡幅等に努める。 

 

【市街地評価（地区内閉塞度：避難確率）の試算】 

・道路網や建築物の状況から、建物の倒壊による閉塞や火災の延焼によ

る影響などをモデル化して算出を行う。 

           避難確率＝P1×P2×P3 

  P1：被災場所から細街路に至ることができる確率 

  P2：細街路を使って主要生活道路に至ることができる確率 

  P3：主要生活道路を使って周縁部に至ることができる確率 

・避難確率は、0.970以上で閉塞危険性は低いとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【延焼シミュレーション】 

・密集市街地において懸念される火災による被害の危険性を確認するた

め、延焼シミュレーションによる評価を行う。 

地震・津波 

■避難確率の試算結果 

 

 

・現況の市街地の避難確率は0.965と

なっている。 

・大規模な事業の実現性は困難な面が

あり、耐震改修や老朽空家の除却、

オープンスペースの確保等の様々

な対策を進めていく必要がある。 

現況の避難確率：0.965 
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■延焼シミュレーションの試行（前提条件） 

 システム：火災延焼シミュレータ（愛媛大学） 

 延焼時間： 15時間 （900分） 

 ・効果を検証するためシステムの上限値を設定 

 〔参考〕糸魚川市大規模火災：鎮圧まで約 10 時間半、鎮火まで約 30

時間 

 風向風速：西 ３.０m/s 

 

（検討ケース） 

・現況とあわせて、以下の対策を実施した場合の変化を把握。 

ケース①：現況 

ケース②：アーケードの撤去 

ケース③：ケース②＋防火地域の全ての建築物を耐火構造 

ケース④：ケース③＋都市計画道路の整備（沿道の建築物を除却） 

 

・各種の対策によって延焼面積の縮小が図られる効果が確認できる。 

 

延焼シミュレーションの試行結果 

着眼点・留意点 ・道路整備や空き家の除去等について、地区内閉塞度の指標を用いて評価

することで、安全度の向上が図られることを明確にすることが可能とな

る。 

・密集市街地の改善に向け、細街路の確保（民地の利用も含む）、家屋の耐

震化、老朽家屋（特に昭和45年以前建物）の除去・更新など、多様な対

策を進めていく必要がある。 
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③-3 既存インフラの機能強化 

項 目 内 容 

導入メニュー 3-3 坂出港の機能強化 

概要 ・坂出港は、香川県のほぼ中央に位置し、四国北東部における流通拠点と

して重要な役割を担っている。 

・大規模な災害が発生した際には、四国の玄関口としての機能を担うこと

から、その強化に努めていく。 
 

【港湾地震津波対策事業（Ⅰ期）】 

・「香川県地震・津波対策海岸堤防等整備計画」に基づき、整備優先度の高

い箇所から計画的に海岸保全施設の地震・津波対策整備を着実に進め、

津波による被害を軽減・防止する。 

 
左：比較的発生頻度の高い津波の浸水想定図    右：海岸保全施設の整備計画 
 

【坂出港事業継続計画】 

・南海トラフ地震等の大規模災害の発生が危惧される中、災害発生時には

港湾における緊急物資の輸送や危機管理対応等の優先業務を継続させ、

低下した物流機能を早期に回復させることが必要となる。 

・そのため、坂出港事業継続連絡協議会を設立し、関係者が連携して災害

時の港湾機能を継続し、早期復旧を図ることを目的とした「坂出港事業

継続計画（坂出港ＢＣＰ）」（平成29年２月）を策定した。 

着眼点・留意点 ・大規模な広域災害の発生時には、航路輸送が有効な手段の一つになるこ

とから、防災拠点港の強化は、本市及び周辺市町にとっても重要な取組

である。 

・坂出港は津波浸水想定区域内にあることから、関係機関との連携のもと、

航路啓開や周辺の道路啓開の手段等を明確にしておくことが重要であ

る。 

・防災拠点港として、災害発生直後におけるプッシュ型支援の物資搬送等

の中継地となることから、その点も踏まえ、港の機能強化を図っていく

必要がある。 

  

地震・津波 
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項 目 内 容 

導入メニュー 3-4 土砂災害危険箇所対策等の推進 

概要 ・坂出市には、土砂災害警戒区域が145箇所存在する（平成27年12月11

日現在）。 

 

・がけ崩れ、土石流等による土砂災害の発生が予測される危険箇所につい

ては、防災体制の整備、予防措置の指導及び防災工事など各種の予防対

策を講じ、地域住民の安全確保に努める。 

・今後、県の土砂災害警戒区域の指定状況を踏まえて土砂災害ハザードマ

ップの作成や避難場所・避難所の見直しを行う。 

 

土砂災害警戒区域の指定状況【平成27年12月11日現在】 

 指定箇所数 

急傾斜 土石流 地すべり 合計 

坂出市 93（78） 51（36） 1（0） 145（114） 

※( )内の数字は土砂災害特別警戒区域       出典：坂出市ＨＰ 

 

着眼点・留意点 ・土砂災害危険箇所対策には、ハードとソフトの両輪での取組が重要であ

る。 

・土砂災害危険箇所では、地震時の揺れに起因した崩壊や土石流等が生じ

る可能性があることから、雨が降っていない場合においても土砂災害等

が起こりうることの周知を図ることが重要である。 

 

  

水害・土砂災害
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③-4 防災拠点の強化 

項 目 内 容 

導入メニュー 3-5 市庁舎の建替え 

概要 ・現在の本庁舎は、昭和32年に建設されたものであり、建物全体の老朽化

が進むとともに、耐震性能が大幅に不足している状況にある。耐震改修

の費用対効果や多様化する行政需要への対応等を総合的に判断し、新庁

舎の建設を行うこととした。 

・坂出市新庁舎は、「安全・安心で市民と環境にやさしい庁舎」の基本理念

のもと、①安全と安心の確保、②市民サービス機能の充実、③経済性と

環境への配慮 の３つを基本方針として設計等を進めている。 

 

■新庁舎の建設場所 

・現本庁舎敷地内とし、現本庁舎を使用しながら空きスペースに建設。 

■新庁舎の構造 

・鉄筋コンクリート造、免震構造 

■防災機能等 

・津波の浸水想定（周辺で0.3～1.0ｍの浸水深）や地震による地盤沈下

も考慮し、敷地のかさ上げ、浸水

防止壁の設置について検討する。 

・災害発生時に迅速かつ的確な対応

がとれるよう、災害対策本部機能

を新庁舎内に整備する。 

・停電や断水に対応可能なバックア

ップ機能として、屋上への自家発

電設備や耐震性貯水槽の設置を行

う。 

 

着眼点・留意点 ・本庁舎は、津波浸水想定区域内に位置しており、浸水する可能性を踏ま

えた対策（職員参集等）を検討しておくことが必要である。 

・浸水被害が生じても、電源の確保を可能にするため、浸水部分を切り離

せる回路構成等を検討する必要がある。 

  

地震・津波 

新庁舎イメージ図 

（参照：坂出市ＨＰ） 
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③-5 速やかな復興の実現 

項 目 内 容 

導入メニュー 3-6 交通結節点としての機能強化 

概要 ・現在、坂出北インターチェンジは、本州方面への乗降が可能なハーフイ

ンターとなっているが、四国方面へも乗降が可能となるフルインター化

事業（（仮称）坂出北スマートＩＣ）が採択された。 

 

■スマートＩＣの設置により期待される整備効果 

 ①信頼性の高い物流ネットワークを形成 

 ②「みなと」と「みち」の強い絆で企業進出 

 ③速さとわかりやすさで観光集客アップ 

 ④中・西讃地域の安心なくらしを提供 

 ⑤地域を担うこどもにとって安全なまちに 

 ⑥コンパクト＋ネットワークで住みやすいまちへ 

 ⑦四国にとって大規模災害時の重要拠点に 

・高速道路が南北軸として機能し、災害時は、海上輸送拠点となる坂

出港から四国内陸部への早期の支援物資の供給が可能。 

 ⑧災害時にも早期復旧で安心なまちに 

・浸水エリアを迂回しながら効率的な道路復旧が可能となり、早期に

避難所への物資供給ができる。 

  

参照：（仮称）坂出北スマートインターチェンジ 実施計画書（平成29年７月） 

 

着眼点・留意点 ・坂出北スマートＩＣの整備により、災害対応の拠点としての重要性が高

まることから、拠点としての機能強化に向けた取組が必要となる。 

・高規格道路の整備は、災害に強いまちづくりの実現とともに、地域の活

性化につなげていくことが重要である。 

  

共通 
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４－４．災害に負けない人・組織をつくる 

④-1 人的防災力の向上 

項 目 内 容 

導入メニュー 4-1 自主防災組織の活動支援 

概要 ・自主防災組織のカバー率（世帯数）は92.05％（12地区のうち11地区で

組織化）となっている。 

※平成25年度時点は57.5％のカバー率 

・自主防災組織の結成促進および活動の活性化を図るため、自主防災組織

が防災資機材を購入する経費の補助等を行っている。 

 

【坂出市自主防災組織資機材整備事業】 

■補助対象 

 自主防災組織 

■補助金額 

 初回は購入費の 50％の補助で、補助金の限度額は 50 万円まで（１年度

に１回限り）。 

 ２回目（翌年度）以降の補助は、購入費の50％補助であるが補助金の限

度額は10万円まで（１年度に１回限り）。 

■注意事項 

 事前の交付申請が必要。 

 

■自主防災組織資機材整備事業の活用実績（※コミュニティ助成事業含む） 

 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 

資機材購入（件） 6 5 11 7 4 

活動費（件） 5 3 7 2 8 

合計（件） 11 8 18 9 12 

参照：坂出市提供資料 

 

着眼点・留意点 ・防災訓練等を通じて、自主防災組織の組織化の機運を高めたことで、自

主防災組織のカバー率が向上している。 

・地域によって活動の温度差があることから、継続的な活動を促すことが

重要である。 

 

  

共通 



地域モデル（坂出市） 

39 

 

項 目 内 容 

導入メニュー 4-2 防災士の育成等 

概要 ・地域防災力の向上を図るため、防災士の育成や坂出市防災指導員の委嘱

等を行っている。 

 

【坂出市防災士資格取得補助金】 

■補助対象 

 市内在住の防災士で、自主防災組織、自治会等の地域団体または市の

防災力向上のための活動を行う意思のあるもの 

■対象経費 

 日本防災士機構が認証した研修機関による研修講座の受講料、上記講

座の受講に必要な教本の購入費、防災士資格取得試験受験料、防災士

認定登録申請料 

■補助金額 

 ２万５千円を限度 

■申請期間 

 防災士として認証された日から起算して１年以内。 
 
■防災士補助金申請件数 

 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 

件数 2 5 10 5 12 

参照：坂出市提供資料 

 

【坂出市防災士資格取得補助金】 

・地域防災力の中心的役割を担う自主防災組織の活性化策の一つとして、

坂出市防災指導員（豊富な防災知識や技能を持った消防や警察、自衛隊

などの退職者や防災士で、地域防災力向上等に意思のあるもの）の委嘱

を行っている。 

・平成29年度現在、５名に委嘱し、防災意識の啓発や自主防災組織などの

防災訓練への参加等の活動支援に努めている。 

着眼点・留意点 ・地域防災力を高めるためには、自主防災組織の活動の活性化、地域の防

災におけるリーダーとなる防災士等の育成などに取り組むことが重要で

ある。 
  

共通 
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④-2 地方公共団体の防災力の向上 

項 目 内 容 

導入メニュー 4-3 １３１（ぼうさい）おとめ隊の活動 

概要 ・女性の視点から様々な課題を検討し、防災対策を推進するため、坂出市

の女性職員有志による坂出市防災女性チーム「さかいで１３１（ぼうさ

い）おとめ隊」が設置された。 

・メンバーは11人とし、メンバーの中心にはいつも熱い心（ハート(数字

の３をハートに見立てて)）があるという意味を込めて愛称を決定した。 

 

【主な活動】（平成26年度から活動開始） 

■新規採用職員を対象とした研修の実施 

■さかいで１３１（ぼうさい）カードの作成 

・大規模な地震が起きた時に、減災につながることを目的として、い

つも持ち歩いてもらうためのカードを作成 

■ＳＡＫＡＩＤＥ防災フェスタ 

・１月31日を「おとめ隊の日」として防災フェスタを開催 

■各種団体における講演 

■市広報やラジオ出演、ＨＰ・Facebookによる広報活動 

■避難所運営マニュアルの作成 
 

  

 

着眼点・留意点 ・メンバー自ら企画・運営を行っており、女性職員による防災活動として

特徴的な取組である。 

・女性職員が発案して始まった活動であり、職員一人ひとりの意識改革や

人材育成が重要である。 

・新規採用職員を対象とした防災に関する研修を１３１おとめ隊が行うこ

とで、新規採用職員の防災意識の高揚につながることが期待される。 

ＳＡＫＡＩＤＥ防災フェスタチラシ 
（参照：坂出市ＨＰ） 

さかいで１３１（ぼうさい）カード 
（参照：坂出市ＨＰ） 

共通 
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・防災・減災対策に係る職員の活動については、任命を行うことで、所属

部署の協力が得やすいなどの利点がある。 

・メンバーの交代を行う際には、ノウハウの引き継ぎが適正に行われるよ

う配慮する必要がある。 
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項 目 内 容 

導入メニュー 4-4 ＢＣＰの策定等 

概要 【坂出市業務継続計画の策定】 

・大規模地震発生時等において、必要な事業を継続して実施できるよう、

坂出市業務継続計画（地震編）の策定を行っている。 

・職員への教育や訓練を通じて確認し、洗い出された課題と対策を検討し、

計画の見直しに反映していく。 

 

【アクションカードの作成】 

・災害時において、各職員が即座に対応することが可能となるよう、全庁

的に様式を統一したマニュアル（アクションカード）の作成に取組んで

いる。 

■アクションカードとは 

・災害時において、各部署の業務内容手順を実際に行動できるようにカードに

まとめたもので、緊急時に限られた人員と資源で、できるだけ効率よく対応

を行うことを目的とした分離型手順書（行動指標カード）。 

■アクションカードのイメージ 

・Ａ４サイズ裏表印刷で分割できる 

・緊急地震速報を受け、職員自身の身を守る行動・来庁者の身を守るための声

掛け、避難誘導等の方法を記載 

・職員参集等の基準を記載 

・全体の対応フローチャートを記載 

・フローチャートに沿った項目の行動をカードに記載 

  

図 アクションカード（イメージ） 参照：市提供資料 

共通 
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【隊友会との協定】 

・大規模な災害時において、被災状況の収集及び伝達を行うこととして、

公益社団法人 隊友会 香川県隊友会坂出・宇多津支部と協定を締結して

いる。 

・自衛隊退職者を中心とした隊友会との協定の締結は、香川県内では坂出

市が初めてとなっている。 

 

着眼点・留意点 ・災害時には、全ての職員が参集できるかわからないため、業務の優先順

位を定めて、必要な行動をわかりやすくしておくことが重要である。 

・地域防災計画のような分厚い計画でなく、即座に対応するための行動手

順として、アクションカードの作成は有効な手段である。 

・自衛隊退職者を中心とした隊友会との協定は、災害時において情報の輻

輳が懸念される中で、信頼のできる情報の入手手段として期待される。 
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参考：時間軸の備えに関する検討 

（１） 南海トラフの巨大地震等に対する時間軸の検討 

１）時間軸の設定 

 坂出市は、沿岸部の平地部において大規模な津波被害が想定されることから、以下の

ような時間軸で検討を行った。 

時間軸 住民の主な行動 

事前(平常時) 地震・津波に対する危機意識を高める 

地震発生直後 自らの身を守る 

～津波襲来 緊急避難場所への避難 

～警報解除 緊急避難場所での待機 

警報解除～72時間 指定避難所等への移動、待機 

72時間～１週間 避難所生活 

１週間～１ヵ月 避難所生活、応急仮設住宅等への入居、自宅へ戻る 

 

 

 

２）検討の流れ 

 時間軸の設定によるシナリオを設定し、「現状の把握」や「課題の抽出」を行い、課題

の解決に向けて必要となる「対策の検討」を行うものとする。  

時間軸で見た避難行動・支援活動（南海トラフの巨大地震等）

災害の発生を
知る

自らの身を守る
避難場所等
での待機

福祉避難所へ
体調不良で医療機関へ

自宅の被災を免れ、道
路啓開も終わり自宅

へ帰る

避難所
の開設

避難所の運営
（被災者の心のケア、在宅避難者の支援）

事前
(平常時)

地震発生
直後

～津波襲来 警報解除 ～72時間 ～1週間 ～１ヶ月

住
民
（
自
助
・
共
助
）

行
政
（
公
助
）

応急仮設住宅等の
確保

防災ヘリ等で搬送

地震・津波発生等の情報発信

避難場所等
への避難

災害応急復旧活動

避難時間を
稼ぐ

復旧・復興活動

道路啓開
（国道・県道）

地区内道路啓開
復興計画
の策定

災害公営住宅の
建設場所の確保

ボランティア活動拠点
等の確保

災害対応の窓口

災
害
に
対
す
る
意
識
啓
発

災
害
に
対
す
る
意
識
啓
発

避難所生活
（７日程度は備蓄品で過ごし、その後は救援物資で過ごす）

応急仮設住宅等
への入居移

動

集落での孤立 自宅等での避難生活

被災状況の確認



地域モデル（坂出市） 

45 

３）時間軸ごとの検討結果 
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地域モデル（坂出市） 

49 

４）南海トラフの巨大地震の時間軸（被害想定シナリオ）に応じた課題の抽出 

南海トラフの巨大地震の備えに関する時間軸の検討から、坂出市における課題や取組む

べき対策として抽出された事項を以下に整理する。 

 

時間軸 時間軸に応じて必要な対応 
課題や取組むべき対策（主な事項を抜粋） 
（■：着手済み、□：新たな対応が必要） 

 

・災害の発生に備えた住民の意

識啓発 

・職員の災害に対する意識向上 

④-1 ■定期的な防災訓練の実施、自主防災組織の自主的な訓練【施

策4-1】 

④-2 ■坂出市防災女性チーム「１３１おとめ隊」の活動【施策4-3】 

④-2 ■ＢＣＰや職員初動ﾏﾆｭｱﾙの作成、訓練を通じて計画の検証

【施策4-4】 

④-2 ■図上訓練や職員参集訓練の実施【施策4-4】 

  

 

・地震発生の情報発信 

・建物倒壊等から命を守る 

・危険な場所を避ける（各種ハ

ザードの周知） 

①-1 ■同報系防災行政無線の運用開始（平成28年４月）【施策1-1】 

①-1 ■エリアメールやツイッター等の情報伝達手段の周知【施策

1-1】 

③-1 ■学校等の耐震化、非構造部材の耐震化 

①-3 □市独自の土砂災害ハザードマップの作成【施策1-5】 

 

・速やかな避難を行うための体

制整備 

・避難のための条件整備（避難

場所の確保等） 

・避難行動要支援者対策 

①-3 ■津波ハザードマップの作成・配布【施策1-4】 

①-4 ■指定避難場所の確保【施策1-5】 

③-2 □密集市街地の解消【施策3-2】 

①-2 ■避難支援者の登録、個別支援プランの作成【施策1-3】 

 

・緊急避難場所での一時的な滞

在 

・緊急避難場所での情報把握 

・災害対策本部等の設置 

②-2 ■備蓄倉庫の整備（分散備蓄）【施策2-3】 

②-1 □帰宅困難者への対応【施策2-2】 

②-2 ■災害時に孤立のおそれのある箇所への屋外拡声子局の設置

【施策1-1】 

③-4 ■市庁舎の建替え【施策3-5】 

 

・避難所（指定避難所）の開設・

運営 

・集落の孤立対策 

・道路啓開・航路啓開の実施 

①-4 □避難所の収容人員不足への対応【施策1-5】 

②-1 ■避難所運営マニュアルの作成【施策2-1】 

④-1 ■民間事業者等との連携強化 

③-3 ■坂出港事業継続計画の作成【施策3-3】 

 

・避難所の運営 

・道路啓開の推進 

・円滑な応急活動の実施 

①-4 ■福祉避難所の確保（3団体、19施設との協定） 

③-5 ■香川県トラック協会坂出支部との協定の締結 

③-5 ■応急仮設住宅、災害廃棄物仮置き場、ご遺体安置所等の候

補地の検討 

 

・避難生活の長期化への対応 

・応急仮設住宅等への入居 

・復旧・復興活動の推進 

③-5 □香川県との連携による応急仮設住宅（建設仮設）の整備体

制の構築 

④-2 ■ＢＣＰや職員初動マニュアルの作成【施策4-4】 

④-2 □事前の復興計画の取組 

※下線を記載した項目が過年度の計画から新たに追加した施策等 
※項目の冒頭に記載している番号が「基本方針」と、末尾に記載している番号が「まちづくり計画の施策」に対

応（P22参照）。  

 

 

 

警報解除 

～72時間 

～１週間 

 ～１ヵ月 

地震発生 
直後 

津波襲来 

事前 
(平常時) 
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（２） 豪雨等による水害・土砂災害等に対する時間軸の検討 

１）時間軸の設定 

 豪雨等による水害・土砂災害等に対する時間軸の検討においては、気象情報や土砂災

害警戒情報の入手などにより、災害の発生時には避難を完了させておくことが重要であ

ることから、以下のような時間軸で検討を行った。 

時間軸 住民の主な行動 

事前(平常時) 水害・土砂災害等に対する危機意識を高める 

大雨警報等の発表時～ 避難準備情報に基づく要配慮者等の避難 

土砂災害警戒情報等の発表時～ 避難勧告・避難指示による避難 

水害・土砂災害の発生時～72時間 避難の完了、避難所での滞在 

72時間～１週間 避難所生活 

１週間～１ヵ月 避難所生活、応急仮設住宅等への入居、自宅へ戻る 

 

 

 

２）検討の流れ 

 時間軸の設定によるシナリオを設定し、「現状の把握」や「課題の抽出」を行い、課題

の解決に向けて必要となる「対策の検討」を行うものとする。 

  

時間軸で見た避難行動・支援活動（豪雨等による水害・土砂災害等）

福祉避難所へ
体調不良で医療機関へ

自宅の被災を免れ、
道路啓開も終わり

自宅へ帰る

避難所の運営（状況に応じて随時閉鎖）
（被災者の心のケア）

事前
(平常時)

大雨警報等
の発表時

土砂災害警戒情報
等の発表時

～72時間 ～1週間 ～１ヶ月

住
民
（
自
助
・
共
助
）

行
政
（
公
助
）

応急仮設住宅等の
確保

防災ヘリ等で搬送

要配慮者等の避難
自主的避難

災害応急復旧活動

避難勧告・避難指示
避難所開設・運営

復旧・復興活動

道路啓開
（国道・県道）

地区内
道路啓開

災害公営住宅の
建設場所の確保

ボランティア活動拠点等の
確保

災害対応の窓口

災
害
に
対
す
る

意
識
啓
発

災
害
に
対
す
る

意
識
啓
発

避難所生活
（３日程度は備蓄品、その後は救援物資で過ごす）

応急仮設住宅等
への入居

命を守るため
の行動危険箇所等の

住民の避難

危険な場所を
理解する

事前の
自主的避難

避難所での待機
（自主的な備蓄）

住民の自主的
避難の支援

避難準備情報
避難所開設・運営

避難誘導

災害発生状
況の把握

救出活動
の実施
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３）時間軸ごとの検討結果 
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４）豪雨等による水害・土砂災害等の時間軸（被害想定シナリオ）に応じた課題の抽出 

豪雨等による水害・土砂災害等への備えに関する時間軸の検討から、坂出市における課

題や取組むべき対策として抽出された事項を以下に整理する。 

 

時間軸 時間軸に応じて必要な対応 
課題や取組むべき対策（主な事項を抜粋） 
（■：着手済み、□：新たな対応が必要） 

 

・災害の発生に備えた住民の意

識啓発 

・職員の災害に対する意識向上 

・事前の自主的避難の実施 

④-1 ■定期的な防災訓練の実施、自主防災組織の自主的な訓練【施

策4-1】 

①-3 ■土砂災害ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成（追加指定を踏まえた更新）【施

策1-4】 

④-2 ■坂出市防災女性チーム「１３１おとめ隊」の活動【施策4-3】 

④-2 ■ＢＣＰや職員初動ﾏﾆｭｱﾙの作成、訓練を通じて計画の検証

【施策4-4】 

 

・災害対策本部等の設置 

・避難準備・高齢者等避難開始

等による適切な事前避難 

・避難所の開設・運営 

・危険箇所の周知、対策の推進 

④-2 ■ＢＣＰや職員初動ﾏﾆｭｱﾙの作成、訓練を通じて計画の検証

【施策4-4】 

①-1 ■「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」の見直し【施策1-2】 

①-2 ■避難支援者の登録、個別支援プランの作成【施策1-3】 

②-1 ■避難所運営マニュアルの作成【施策2-1】 

③-3 ■関係機関との連携による土砂災害対策の推進【施策3-4】 

 

・避難勧告・避難指示（緊急）

による速やかな避難の実施 

・避難所の開設・運営（再掲） 

・命を守る行動 

・円滑な避難の実施に向けた支

援 

①-1 ■防災行政無線、広報車等の情報伝達手段の充実【施策1-1】 

①-4 ■洪水・土砂災害時の避難所の指定（38箇所）【施策1-5】 

①-1 □命を守るための避難行動（垂直避難等）に関する周知 

④-1 ■避難誘導や避難所運営における自主防災組織、消防団等と

の連携強化 

  

 

・災害発生箇所の把握 

・救出活動等の実施 

・避難所の運営（適切な時期に

閉鎖） 

④-2 ■被災状況等に関する連絡体制の強化【施策4-4】 

④-1 □安否確認等に関する連絡体制の強化や訓練の実施 

②-2 ■備蓄倉庫の整備（分散備蓄）【施策2-3】 

④-1 ■民間事業者等との連携強化 

 

・避難所の運営(適切な時期に閉

鎖)(再掲) 

・道路啓開の実施 

・応急・復旧活動の実施 

②-1 ■避難所運営マニュアルの作成【施策2-1】 

④-1 ■建設会社との連携強化（協定の締結等） 

③-4 ■ボランティアセンターの候補地選定 

 

・避難生活の長期化への対応 

・応急仮設住宅等への入居 

・復旧・復興活動の推進 

③-5 ■応急仮設住宅の候補地の検討 

③-5 □応急仮設住宅の手続きに関する各種様式の作成（申込者名

簿、応急仮設住宅台帳、住宅応急修理記録簿等） 

③-5 □災害の状況に応じた住居の確保の検討 

※下線を記載した項目が過年度の計画から新たに追加した施策等 
※項目の冒頭に記載している番号が「基本方針」と、末尾に記載している番号が「まちづくり計画の施策」に対

応（P22参照）。 

 

 

 

～72時間 

～１週間 

 ～１ヵ月 

大雨警報等
の発表時 

土砂災害警
戒情報等の 
発表時 

事前 
(平常時) 


